
 
平成 22 年 11 月 11 日 

各 位 
会社名       愛知時計電機株式会社 
代表者名      取締役社長 鈴木 登 
（コード番号 7723 東証・名証 第一部） 

問い合わせ先  常務取締役管理統括本部長 
 小野田 晋也 

（TEL 052-661-5151） 
 

 

（訂正）「平成 19年 3 月期 中間決算短信（連結）」の一部訂正について 

 
 当社は、平成 22 年 8 月 27 日付「不適切な会計処理の判明について」において、本件会

計処理による業績に与える影響額が判明し次第、過年度決算の訂正を速やかに行う旨、お

知らせいたしました。このたび、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いたしましたので

下記のとおりご報告いたします。 

 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正前と訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正

箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

 

１．訂正を行う決算短信 

 決算期 平成 19 年 3 月期 中間決算短信（連結） 

 発表日 平成 18 年 11 月 10 日 

 

２．訂正の理由 

当社において不適切な取引および会計処理があったためであります。 

詳細は、平成 22 年 11 月 11 日付「当社の不適切な会計処理に関する調査結果等

のご報告」をご参照ください。 

 

以上 

 



平成 1 9 年 3 月期　　  中間決算短信（連結）　　　　　　 平成 18 年 11 月 10 日

上 場 会 社 名       　愛知時計電機株式会社　　              上場取引所　東証・名証　第一部

コ ー ド 番 号         ７７２３                              本社所在都道府県　愛知県
（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/ ）
代　　表　　者　役職名　代表取締役社長　　氏名　池田　 一

問合せ先責任者　役職名　取締役管理本部長　氏名　諏訪　啓二郎　　ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151

中間決算取締役会開催日　平成 18 年 11 月 10 日
米国会計基準採用の有無  無

１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日）
(1) 連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満は切り捨てて表示しております。）

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

18 年 9 月中間期
17 年 9 月中間期

15,654
16,309

△  4.0
△  2.3

5
701

△ 99.1
47.8

272
765

△ 64.5
31.5

18 年 3 月期 33,923 1,625 1,760

中間(当期)純利益
１株当たり中間

(当期)純利益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

百万円　　　　％ 円　　銭 円　　銭

18 年 9 月中間期
17 年 9 月中間期

131
428

△ 69.4
50.6

2.81
9.20

-
-

18 年 3 月期 1,058 22.20 -
(注)①持分法投資損益　　　 18 年 9 月中間期　 - 百万円　17 年 9月中間期   - 百万円　18 年 3月期　 - 百万円
    ②期中平均株式数(連結) 18 年 9 月中間期　46,633,050 株　  17 年9 月中間期　46,621,798 株

18 年 3 月期　　　46,620,927 株
    ③会計処理の方法の変更　無
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

総 資 産    純 資 産    自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　　銭

18 年 9 月中間期
17 年 9 月中間期

36,489
36,013

17,487
16,474

47.5
45.7

371.40
353.36

18 年 3 月期 39,176 17,930 45.8 384.13
(注)期末発行済株式数（連結）18 年 9 月中間期　 46,658,007 株　　17 年 9 月中間期　46,622,937 株

18 年 3 月期 46,618,607 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期
17 年 9 月中間期

△　456
1,072

△　598
△  640

△  657
△  531

3,110
5,119

18 年 3 月期   1,027 △  920 △  504 4,821
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数　　3　社　　持分法適用非連結子会社数　- 社　　持分法適用関連会社数　- 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
   連結　(新規)　　-　社　(除外)　　-　社　　　　持分法　(新規)　　-　社　(除外)　　- 社

２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 35,050 1,620 980
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  21 円 00 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照して下さい。
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 添 付 資 料

（１）企 業 集 団 の 状 況

企 業 集 団 等 の 概 況          

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、ガス関連機器、水道関連機器、民需センサー・

システム、ならびに計装等の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流等の事業活動を展開しておりま

す。

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　ガス関連機器及び水道関連機器　……　当社が製造、販売するほか、製造の一部については連結子会社㈱アイセ

イテックに委託し、販売の一部については関連会社鳥生工業㈱を通じて

行っております。なお、取替工事業務の一部を、関連会社アイコー㈱が

行っております。

　民需センサー･システム及び計装　……　当社が製造、販売をしております。製造、販売の一部については非連結

子会社の㈱伊藤電機工業所が行っております。

　特　　　　　　　　　　　　機　……　当社が製造、販売をしております。

　当社グループの製品の荷造梱包については連結子会社大兼組作業梱包㈱が主として行い、輸送の一部については

連結子会社大兼組運送㈱が行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

　ガス関連機器及

　製品 　び水道関連機器 　製品

 　の一部 　　　 　民需センサー・システム

　　　物流の一部 　　製品 　及び計装の一部

　取替工事業

　製品 　ガス関連機器及 　務の一部

　び水道関連機器

  の一部

当　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

計　　測　　器　　関　　連　　事　　業 特機関連事業

ガス関連機器 水道関連機器
民需センサー・

システム
計　　装 特　　　　機

   製造の一部

得　　　　　　　　　　意　　　　　　　　　　先

製         

品

関連会社

 鳥生工業㈱

関連会社

 アイコー㈱

関連会社

 瑞穂商事㈱

連結子会社

大兼組作業梱包㈱

大兼組運送㈱

連結子会社

 ㈱アイセイテック

非連結子会社

 ㈱伊藤電機工業所

【訂正前】
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（２）経営方針並びに経営成績及び財政状態

１．経 営 方 針

① 基 本 方 針

当社は「信頼・創造・奉仕」の企業理念のもとに、センサーを核としてシステム、サービ

スをお客様に提供することにより、社会生活、産業の発展に貢献し、お客様や社会の信頼を

得て永続的に発展できるよう努力をしております。

当社は「経営革新」と「経営体質の転換」を経営の基本方針として、この進展と定着に取

り組んでおります。事業環境の変化が激しい時代を勝ち抜くためには、お客様に満足いただ

ける商品を、より早く、より安価に提供していくことが欠くことのできない条件であり、そ

のために、開発、製造、販売をはじめとして全部門が環境変化に機敏に対応すべく、「スリム

で強靭な経営体質」への転換を図ると同時に、経営資源を有効に活用するための「選択と集

中」に取り組んでまいります。

なお、利益配分につきましては、株主の皆様への安定的な配当を継続するとともに、経営

基盤の強化や長期的な事業展開等に必要な内部留保の充実も図ってまいります。

② 中期経営戦略

  当社は「競争力・価値創造力を高め、事業領域を充実・拡大する」ことを基本戦略とし３

ヶ年ローリング方式で中期経営計画の見直しを行っております。

　現在取り組んでいる主要課題は次のとおりであります。

　第一は、ガス関連機器分野と水道関連機器分野における競争力の強化であります。お客様

や市場の動向と変化を的確かつ速やかに把握し、新商品の開発・市場投入や今まで蓄積して

きた技術と生産能力の効率的な活用により、機能・コスト・品質面で市場での差別化を図り、

競争優位性の確保とシェア・アップを実現し、お客様から選ばれる企業としての地位を確立

してまいります。

　第二は、民需センサー・システム及び計装分野での事業拡大です。当社独自のコア技術で

ある電磁技術の高度化に向けた取り組みを進めると同時に、新たなコア技術を育成し、新た

な市場に向けた商品の創出を図ってまいります。また、これらセンサー技術を基盤としたシ

ステム提案を行ない、お客さまの問題解決・価値創造に貢献することにより事業拡大を図っ

てまいります。

　第三は、新事業領域の拡大であります。新事業企画推進室を中心に、開発、製造、販売部

門が一体となり新市場、新商品創出への取り組みを強化・充実させて、事業領域の拡大を図

ってまいります。

【訂正前】
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２．経 営 成 績

① 当中間連結会計期間の概況

　当社グループを取り巻く環境は、予想を上回る原材料価格の高騰や主力の都市ガスメータ

ーの需要減少等、極めて厳しい状況が続きました。

　このような環境の中で、当社グループは、既存市場、周辺市場での競争力強化に向けた諸

施策を強力に推進し、コスト、品質で競争優位を発揮・確立することにより、シェア･アップ

を図る一方、新しい商品、新しい市場創出に向けて、当社独自の電磁技術をはじめとしたコ

ア技術の育成と高度化を核とした諸施策も引続き積極的に推し進め、成長路線への転換を図

ってまいりました。また、予想外の環境変化に対して、所期の業績目標確保に向けた対応策

も機敏に展開し、受注の増大、原価の低減、生産性の向上等を一層強力に推進してまいりま

した。

　しかしながら、当中間連結会計期間におきましては、これらの施策による成果も厳しい経

営環境下での業績低下要因を吸収するまでには至らず、売上高は前年同期比 4.0％ 減の 156

億 5 千 4 百 万 円となりました。利益面につきましても、営業利益は前年同期比 99.1％ 減の 5

百 万 円、経常利益も前年同期比 64.5％減の 2 億 7 千 2 百 万円となりました。また、中間純利

益も前年同期比 69.4％ 減の 1 億 3 千 1 百 万 円となりました。

　事業部門別の状況は次のとおりであります。

（計測器関連事業）

　　売上高は、前年同期比 4.0％減の 155 億 4 千 3 百 万 円となりました。各分野別の状況は

次のとおりであります。

ガス関連機器

　　プロパンガスメーターは引続き増加しましたが、都市ガスメーターの需要減の影響が大

きく、売上高は前年同期比 4.7％減の 63 億 5 千 3 百 万 円となりました。

水道関連機器

　　原材料価格高騰のため慎重な受注対応を余儀なくされ、前年同期並みの売上高にとどま

りました。

民需センサー･システム

　　ガス事業者向けのメーター周辺機器は都市ガスメーター同様、需要が減少しました。ま

た、システム機器についても、前年同期のような特需効果は少なく減収となりました。

　この結果、売上高は前年同期比 3.2％減の 26 億 5 千 6 百 万 円となりました。

計　装

　　公共事業の抑制のため厳しい環境が続く中、前期から新区分の市場領域に特化する体制

で臨んでおり、受注ベースでは前年同期を上回る水準で推移いたしました。しかしながら、

受注工事の完了時期が例年以上に下半期に偏っていることにより、売上高は前年同期比

23.2％ 減の 8 億 1 千 1 百 万 円となりました。

【訂正前】
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（特機関連事業）

特　機

　　売上高は前年同期比 4.0％減の 1 億 1 千 万 円となりました。

② 通 期 の 見 通 し

　今後の経済見通しにつきましては、景気は引続き緩やかな回復基調をたどるものと見られ

ておりますが、原油・原材料価格の動向や米国経済の減速など不安材料もあり、先行き不透

明な状況で推移するものと思われます。

　当社グループといたしましては、引き続き厳しい市場環境が予想される中で、業績確保に

向けた施策を一層強力に推進し、その成果を着実に実現してまいります。また、中期的な経

営戦略を踏まえ、コア技術の育成と高度化、モノづくり力の見直し、市場要求を具現化する

力を 3 つの柱とし、そのレベルアップにより新商品の開発や新市場の創出を進めてまいりま

す。

　通期の業績につきましては、売上高は 350 億 5 千 万 円（前期比 3.3％増）、経常利益は 16

億 2 千 万 円（前期比 8.0％減）、当期純利益は 9 億 8 千 万 円を見込んでおります。

　また、当社の配当金につきましては、１株当たり通期７円（中間配当金 3 円 50 銭）を予定

しております。

３．財 政 状 態

キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少による資金

増加要因がありましたが、税金等調整前中間純利益の減少、仕入債務の減少や法人税等の支

払い等の資金減少要因により、4 億 5 千 6 百万円の支出となり前年同期と比べ 15 億 2 千 8 百

万円の支出超過となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得や定期預金の増加などにより

5 億 9 千 8 百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払いにより 6 億 5 千

7 百万円の支出となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間期末比 20 億 9 百 万 円減少の

31 億１千万円となりました。

【訂正前】
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１．中間連結貸借対照表

期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   資   産 20,119 55.1    20,622 57.3   22,401 57.2   

現 金 及 び 預 金 3,400 5,249 4,944

受取手形及び売掛金 9,994 9,359 11,099

有 価 証 券 34 30 42

た な 卸 資 産 6,106 5,425 5,727

繰 延 税 金 資 産 448 420 457

そ の 他 178 173 174

貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 36 △ 43

 固   定   資   産 16,369 44.9    15,391 42.7   16,775 42.8   

有 形 固 定 資 産 5,794 15.9    5,906 16.4   5,805 14.8   

建 物 及 び 構 築 物 1,674 1,785 1,719

機械装置及び運搬具 1,741 1,465 1,774

土 地 1,731 1,729 1,731

建 設 仮 勘 定 274 578 159

そ の 他 371 347 420

無 形 固 定 資 産 16 0.0     16 0.0 16 0.0     

10,559 29.0    9,468 26.3   10,953 28.0   

投 資 有 価 証 券 9,255 8,494 10,166

前 払 年 金 費 用 928 215 526

繰 延 税 金 資 産 140 502 16

そ の 他 283 292 287

貸 倒 引 当 金 △ 47 △ 37 △ 42

36,489 100.0  36,013 100.0  39,176 100.0 

 (３) 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

（平成18年9月30日現在）

金 額

（ 資　産　の　部 ）

資 産 合 計

前 連 結 会 計 年 度

（平成18年3月31日現在）

金 額

前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日現在）

金 額

当中間連結会計期間末

投 資 そ の 他 の 資 産
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期　　　　別　

　科　　　　目 金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   負   債 11,532 31.6   11,256 31.3   13,133 33.5   

支払手形及び買掛金 6,122 6,274 7,143

短 期 借 入 金 3,453 2,818 3,500

未 払 費 用 1,419 1,549 1,545

未 払 法 人 税 等 56 222 483

役 員 賞 与 引 当 金 11 -        -        

そ の 他 469 390 462

 固   定   負   債 7,468 20.5   8,108 22.5   7,945 20.3   

長 期 借 入 金 2,793 3,743 3,253

繰 延 税 金 負 債 -        -        156

退 職 給 付 引 当 金 4,208 3,881 4,062

役員退職慰労引当金 323 296 317

連 結 調 整 勘 定 -        64 53

負 の の れ ん 41 -        -        

そ の 他 101 122 101

  負    債    合    計 19,001 52.1   19,365 53.8   21,078 53.8   

　少　数　株　主　持　分 -        -      173 0.5     166 0.4     

 資      本      金 -        -      2,340 6.5     2,340 6.0     

 資  本  剰  余  金 -        -      87 0.2     87 0.2     

 利  益  剰  余  金 -        -      10,730 29.8   11,196 28.6   

 その他有価証券評価差額金 -        -      3,365 9.3     4,357 11.1   

 自   己   株   式 -        -      △ 48 0.1 △  △ 50 0.1 △  

  資    本    合    計 -        -      16,474 45.7   17,930 45.8   

-        -      36,013 100.0 39,176 100.0 

13,533 37.1   -        -      -        -      

 資      本      金 2,340 -        -        

 資  本  剰  余  金 92 -        -        

 利  益  剰  余  金 11,141 -        -        

自   己   株   式 △ 39 -        -        

 評価・換算差額等 3,795 10.4   -        -      -        -      

 その他有価証券評価差額金 3,795 -        -        

 少 数 株 主 持 分 159 0.4     -        -      -        -      

17,487 47.9   -        -      -        -      

負 債 純 資 産 合 計 36,489 100.0 -        -      -        -      

（ 純 資 産 の 部 ）

 株　 主　 資　 本

  純　資　産　合　計

（ 負　債　の　部 ）

（ 少数株主持分 ）

（ 資　本　の　部 ）

負債、少数株主持分及び資本合計

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度
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２．中間連結損益計算書

期　　　　別　

　科　　　　目 百分比 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 15,654 100.0 16,309 100.0 33,923 100.0

売 上 原 価 12,812 81.8 12,759 78.2 26,668 78.6

売 上 総 利 益 2,842 18.2 3,549 21.8 7,254 21.4

販売費及び一般管理費 2,836 18.2 2,848 17.5 5,628 16.6

営 業 利 益 5 0.0 701 4.3 1,625 4.8

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 327 ) 2.1)(      ( 201 ) 1.2)(      ( 368 ) 1.1)(      

受取利息及び配 当金 84 66 97

連結調整勘定償 却額 -        11 22

負 の の れ ん 償 却 額 11 -        -        

そ の 他 232 123 248

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 61 ) 0.4)(      ( 136 ) 0.8)(      ( 233 ) 0.7)(      

支 払 利 息 40 41 81

そ の 他 21 95 152

経 常 利 益 272 1.7 765 4.7 1,760 5.2

 ( 特  別  利  益 ） ( -        ) ( - ) ( 13 ) 0.1)(      ( 13 ) 0.0)(      

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -        2 2

厚生年金基金代行部分返 上益 -        11 11

 ( 特  別  損  失 ） ( 5 ) 0.0)(      ( 22 ) 0.2)(      ( 24 ) 0.0)(      

減 損 損 失 -        21 21

投資有価証券評 価損 5 1 1

ゴルフ会員権評 価損 -        -        2

税 金 等 調 整 前

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
1.7       4.6       5.2       

法人税、住民税及び事業税 30 0.2 199 1.2 637 1.9

法 人 税 等 調 整 額 0.7       0.8       0.2       

少 数 株 主 損 失 6 0.0 0 0.0 7 0.0

中間（当期）純 利益 131 0.8      2.6       3.1       

757

129

428

前中間連結会計期間

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

金 額

111

金 額

当中間連結会計期間

自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日

266

1,058

60

前 連 結 会 計 年 度

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

金 額

1,749
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３．中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日） （単位 百万円）

株　主　資　本
評価・換
算差額等

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

2,340 87 11,196 50△       13,573    4,357      166         18,097

剰余金の配当 163△     163△     163△     

役員賞与 23△       23△       23△       

中間純利益 131 131 131

自己株式の取得 0△         0△         0△         

自己株式の処分 4 11 15 15

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額(純額)
561△     7△         569△     

4 55△       10          40△       561△     7△         609△     

2,340 92 11,141 39 △      13,533    3,795      159         17,487

中間連結会計期間中の
変動額合計

平成18年9月30日残高

純資産合計
少数株主
持分

平成18年3月31日残高

中間連結会計期間中の
変動額

４．中間連結剰余金計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円

87 87

0 0

自 己 株 式 処 分 差 益 0 0

87 87

10,488 10,488

428 1,058

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 428 1,058

187 350

配 当 金 163 326

役 員 賞 与 24 24

10,730 11,196

前中間連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

金　　　　　額

前連結会計年度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

金　　　　　額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末(期末)残高
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別　

　科　　　　目
百万円 百万円 百万円

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税金等調整前中間（当期）純利益 266    757    1,749  
　　減価償却費 390    367    788    
　　減損損失 -        21      21      
　　連結調整勘定償却額 -        △ 11      △ 22      
　　負ののれん償却額 △ 11      -        -        
　　投資有価証券評価損 5        1        1        
　　ゴルフ会員権評価損 -        -        2        
　　厚生年金基金代行部分返上益 -        △ 11      △ 11      
　　前払年金費用の増加額 △ 401    △ 215    △ 526    
　　役員賞与引当金の増加額 11      -        -        
　　退職給付引当金の増加額 145    61      243    
　　役員退職慰労引当金の増加額 6        0        21      
　　貸倒引当金の増減額 5        △ 110    △ 97      
　　受取利息及び受取配当金 △ 84      △ 66      △ 97      
　　支払利息 40      41      81      
　　為替差益 △ 0        △ 0        △ 0        
　　有形固定資産除売却損 6        9        30      
　　役員賞与の支払額 △ 23      △ 24      △ 24      
　　売上債権の増減額 1,104  1,712  △ 27      
　　たな卸資産の増加額 △ 379    △ 374    △ 675    
　　仕入債務の増減額 △ 1,020  △ 189    678    
　　未払消費税等の増減額 26      △ 122    △ 146    
　　その他 △ 154    △ 202    △ 179    
　　　　小     計 △ 66      1,643  1,806  
　　利息及び配当金の受取額 84      66      97      
　　利息の支払額 △ 39      △ 41      △ 81      
　　法人税等の支払額 △ 434    △ 596    △ 795    
　　 営業活動によるキャッシュ・フロー △ 456    1,072  1,027  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　定期預金の純増加額 △ 177    △ 13      △ 6        
　　有価証券の取得による支出 △ 4        △ 4        △ 4        
　　有価証券の売却による収入 22      4        4        
　　有形固定資産の取得による支出 △ 410    △ 620    △ 899    
　　有形固定資産の売却による収入 2        7        8        
　　投資有価証券の取得による支出 △ 39      △ 27      △ 44      
　　その他 9        13      22      
　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 598    △ 640    △ 920    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　短期借入金の純増加額 30      25      837    
　　長期借入による収入 -        100    100    
　　長期借入金の返済による支出 △ 537    △ 490    △ 1,110  
　　自己株式の純増減額 14      0        △ 1
　　配当金の支払額 △ 163    △ 163    △ 326    
　　少数株主への配当金の支払額 △ 1        △ 2        △ 2        
　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 657    △ 531    △ 504    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0        0        0        
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 1,711  △ 98      △ 397    
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,821  5,218  5,218  
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 3,110  5,119  4,821  

前中間連結会計期間
自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日
金　　　　　額

当中間連結会計期間
自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日
金　　　　　額

前連結会計年度
自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日
金　　　　　額
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
(１)連結子会社の数　３社
　連結子会社名　㈱アイセイテック、大兼組作業梱包㈱、大兼組運送㈱

(２)非連結子会社の数　１社
　非連結子会社名　㈱伊藤電機工業所
（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社３社の中間決算日は、親会社と同一の９月30日であります。

４.会計処理基準に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券（時価のあるもの）… 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。
その他有価証券（時価のないもの）… 移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産
移動平均法による原価法を採用しております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　３年から50年
　機械装置　　２年から12年

(３)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　役員賞与引当金

③　退職給付引当金

④　役員退職慰労引当金

(４)重要なリース取引の処理方法

(５)重要なヘッジ会計の方法

(６)消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法
により処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（14年から18
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当中間連結会計期間負担額を計上し
ております。

会計基準変更時差異については、７年による按分額を費用処理しており、当中間連結会計期間にお
いては、同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。

金利スワップについて特例処理を行っております。

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間連結純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社３社については、それぞれ中間連結純損益及び連
結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の対象から除
いております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用してお
ります。
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（会計方針の変更）
(1)貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

従来の資本の部の合計に相当する金額は、17,328百万円であります。
(2)役員賞与に関する会計基準

注　記　事　項
（中間連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
19,786 百万円 19,512 百万円 19,550 百万円

２．受取手形割引高 199 百万円 499 百万円 199 百万円

　受取手形 298 百万円
３．担保資産及び担保付債務

①担保資産
建　　　　物 198 百万円 424 百万円 408 百万円
土　　　　地 116 116 118
投資有価証券 5,945 5,627 6,522
　　 計 6,259 6,168 7,049

②担保付債務
長期借入金 2,560 百万円 2,605 百万円 2,570 百万円
短期借入金 245 249 318
　　計 2,805 2,854 2,888

（中間連結損益計算書関係）

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
従業員給料手当 1,193 百万円 1,181 百万円 2,324 百万円
荷造梱包費及び輸送費 332 百万円 338 百万円 649 百万円

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
（千株）

自己株式
（千株）

株式の種類 普通株式 普通株式
前連結会計年度末株式数 46,800      181     
増加株式数 -              1       
減少株式数 -              41      
当中間連結会計期間末株式数 46,800      141     
注１  自己株式の増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。

2

２．当中間連結会計期間中に行った剰余金の配当に関する事項

株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

普通株式 163 3.5 平成18年3月31日 平成18年6月30日

３．当中間連結会計期間の期末後に行う剰余金の配当に関する事項

株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

普通株式 163 利益剰余金 3.5 平成18年9月30日 平成18年12月8日

平成18年3月期平成17年9月期平成18年9月期

平成17年9月期 平成18年3月期

決　　議

平成18年6月29日
定時株主総会

平成18年9月期

決　　議

平成18年11月10日
取締役会

 自己株式の減少は単元未満株式の買増しによる減少が１千株、連結子会社による親会社株式の売
却40千株であります。

当中間連結会計期間から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号
平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

当中間連結会計期間から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）
を適用しております。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ11百
万円減少しております。

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理ついては、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手
形が中間連結会計期間末残高に含まれております。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び預金勘定 3,400 百万円 5,249 百万円 4,944 百万円
有価証券勘定 34 30 42

　計 3,434 5,279 4,986
預入れ期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 307 △ 136 △ 130
償還期間が3ヶ月を超える債券等 △ 16 △ 22 △ 34
現金及び現金同等物 3,110 5,119 4,821

① セ グ メ ン ト 情 報
１．事業の種類別セグメントの情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

② リ ー ス 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③ 有 価 証 券
１．時価のある有価証券 (単位：百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額
中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額
連結貸借
対照表
計上額

時価 差 額

(1)満期保有目的の債券

①国債・地方債 83       82       0 △     58       57       0 △     73       71       1 △     

83       82       0 △     58       57       0 △     73       71       1 △     

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
連結貸借
対照表
計上額

差 額

(2)その他有価証券

①株式 2,708   8,528   5,819  2,705   7,802   5,096  2,707   9,470   6,763  

②債券 -         -         -        -         -         -        -         -         -        

③その他 3         2         0 △     3         2         0 △     3         2         0 △     

2,711   8,531   5,819 2,708   7,805   5,096 2,710   9,473   6,763

２．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券

利付金融債 117     117     117     

(2)その他有価証券

459     455     455     

(注)

④ デ リ バ テ ィ ブ 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている
科目の金額との関係

平成18年9月期 平成17年9月期 平成18年3月期

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「計測器関連事業」の割合がいずれも 90％
を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ
ん。

なお、時価のない銘柄については、取得原価に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理し
ております。

区分

区分

計

計

非上場株式

当中間連結会計期間において、その他有価証券の時価評価されていない株式5百万円について減損処理
を行っております。
減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄は全て減損処
理を行い、30～50％程度下落した銘柄は、回復可能性が認められないと判断される銘柄について減損
処理を行っております。

種　　類

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）
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（単位：百万円）

金　　額
構成比
(%)

前年同期比

(%)
金　　額

構成比
(%)

前年同期比

(%)
金　　額

構成率
(%)

前年同期比

(%)
金　　額

構成率
(%)

前年同期比

(%)

ガス関連機器 6,669        40.9     1.7           6,394        36.4     6.7 △       6,353        40.5     4.7 △       7,180        37.1     12.3         

水道関連機器 5,723        35.1     4.4 △       4,640        26.3     3.5 △       5,722        36.6     0.0 △       4,510        23.3     2.8 △       

計測器関連事業
民需センサー・

システム
2,745        16.8     8.7           3,051        17.3     7.5 △       2,656        17.0     3.2 △       3,500        18.0     14.7         

計　　　　装 1,056        6.5       30.3 △     3,400        19.3     3.7           811          5.2       23.2 △     4,100        21.1     20.6         

計 16,193      99.3     2.4 △       17,486      99.3     4.1 △       15,543      99.3     4.0 △       19,290      99.5     10.3         

特　機関連事業 特　　　　機 115          0.7       5.2           127          0.7       7.1 △       110          0.7       4.0 △       106          0.5       16.6 △     

16,309      100.0    2.3 △       17,613      100.0    4.1 △       15,654      100.0    4.0 △       19,396      100.0    10.1         

(  244) (  266) (  228) (  276)

（４） 事 業 部 門 別 売 上 高 比 較 表 

（ 輸 出 ）

合　　　　　　計

上　半　期

自 平成18年 4月 1日

至 平成18年 9月30日

下半期（予想）

事　　業　　部　　門
自 平成18年10月 1日
至 平成19年 3月31日

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日
自 平成17年10月 1日
至 平成18年 3月31日

下　半　期上　半　期
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【訂正後】 

平成 19 年 3 月期    中間決算短信（連結）       平成 18 年 11 月 10 日 

上 場 会 社 名        愛知時計電機株式会社                上場取引所 東証・名証 第一部 

コ ー ド 番 号         ７７２３                              本社所在都道府県 愛知県 
（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 池田  一 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 諏訪 啓二郎  ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151 

中間決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 10 日 

米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                   （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

15,642 
16,228 

△  3.6
△  2.8

25
670

△ 96.2
41.3

291 
735 

△ 60.4
26.1

18 年 3 月期 33,395 1,489 1,624 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

150 
△405 

- 
- 

3.23 
△8.69 

- 
- 

18 年 3 月期 33 0.23 - 

(注)①持分法投資損益    18 年 9 月中間期  - 百万円 17 年 9 月中間期   - 百万円 18 年 3 月期  - 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 18 年 9 月中間期 46,633,050 株   17 年 9 月中間期 46,621,798 株 

18 年 3 月期   46,620,927 株 
    ③会計処理の方法の変更 無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産     自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

35,559 
35,179 

16,482 
15,640 

45.9 
44.5 

349.86 
335.47 

18 年 3 月期 38,157 16,906 44.3 362.16 

(注)期末発行済株式数（連結）18 年 9 月中間期  46,658,007 株  17 年 9 月中間期 46,622,937 株 
18 年 3 月期 46,618,607 株 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

△ 497 
1,072 

△ 598 
△  640 

△  657 
△  531 

3,068 
5,119 

18 年 3 月期   1,027 △  920 △  504 4,821 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  3 社  持分法適用非連結子会社数 - 社  持分法適用関連会社数 - 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  - 社 (除外)  - 社    持分法 (新規)  - 社 (除外)  - 社 
 
２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 35,050 1,620 980 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  21 円 00 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照して下さい。 
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 添 付 資 料  

（１）企 業 集 団 の 状 況  
 

企 業 集 団 等 の 概 況           

 

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、ガス関連機器、水道関連機器、民需センサー・

システム、ならびに計装等の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流等の事業活動を展開しておりま

す。 

 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 

 ガス関連機器及び水道関連機器 …… 当社が製造、販売するほか、製造の一部については連結子会社㈱アイセ

イテックに委託し、販売の一部については関連会社鳥生工業㈱を通じて

行っております。なお、取替工事業務の一部を、関連会社アイコー㈱が

行っております。 

 民需センサー･システム及び計装 …… 当社が製造、販売をしております。製造、販売の一部については非連結

子会社の㈱伊藤電機工業所が行っております。 

 特            機 …… 当社が製造、販売をしております。 

 当社グループの製品の荷造梱包については連結子会社大兼組作業梱包㈱が主として行い、輸送の一部については

連結子会社大兼組運送㈱が行っております。 

 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

   ガス関連機器及 

 製品  び水道関連機器       製品 

   の一部         民需センサー・システム 

      物流の一部    製品  及び計装の一部 

 

 

 

     取替工事業 

  製品  ガス関連機器及  務の一部 

   び水道関連機器 

    の一部 

 

当                  社 

計  測  器  関  連  事  業 特機関連事業 

ガス関連機器 水道関連機器 
民需センサー・ 

システム 
計  装 特    機 

      製造の一部 

 

得          意          先 

製         

品 

関連会社 

 鳥生工業㈱ 

関連会社 

 アイコー㈱ 

関連会社 

 瑞穂商事㈱ 

連結子会社 
大兼組作業梱包㈱ 
大兼組運送㈱ 

連結子会社 

 ㈱アイセイテック 

非連結子会社 

 ㈱伊藤電機工業所 
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（２）経営方針並びに経営成績及び財政状態   

 

１．経  営  方  針   

 

①  基  本  方  針  

当社は「信頼・創造・奉仕」の企業理念のもとに、センサーを核としてシステム、サービ

スをお客様に提供することにより、社会生活、産業の発展に貢献し、お客様や社会の信頼を

得て永続的に発展できるよう努力をしております。  

当社は「経営革新」と「経営体質の転換」を経営の基本方針として、この進展と定着に取

り組んでおります。事業環境の変化が激しい時代を勝ち抜くためには、お客様に満足いただ

ける商品を、より早く、より安価に提供していくことが欠くことのできない条件であり、そ

のために、開発、製造、販売をはじめとして全部門が環境変化に機敏に対応すべく、「スリム

で強靭な経営体質」への転換を図ると同時に、経営資源を有効に活用するための「選択と集

中」に取り組んでまいります。  

なお、利益配分につきましては、株主の皆様への安定的な配当を継続するとともに、経営

基盤の強化や長期的な事業展開等に必要な内部留保の充実も図ってまいります。  

 

 

②  中期経営戦略   

  当社は「競争力・価値創造力を高め、事業領域を充実・拡大する」ことを基本戦略とし３

ヶ年ローリング方式で中期経営計画の見直しを行っております。  

 現在取り組んでいる主要課題は次のとおりであります。  

 第一は、ガス関連機器分野と水道関連機器分野における競争力の強化であります。お客様

や市場の動向と変化を的確かつ速やかに把握し、新商品の開発・市場投入や今まで蓄積して

きた技術と生産能力の効率的な活用により、機能・コスト・品質面で市場での差別化を図り、

競争優位性の確保とシェア・アップを実現し、お客様から選ばれる企業としての地位を確立

してまいります。  

 第二は、民需センサー・システム及び計装分野での事業拡大です。当社独自のコア技術で

ある電磁技術の高度化に向けた取り組みを進めると同時に、新たなコア技術を育成し、新た

な市場に向けた商品の創出を図ってまいります。また、これらセンサー技術を基盤としたシ

ステム提案を行ない、お客さまの問題解決・価値創造に貢献することにより事業拡大を図っ

てまいります。  

 第三は、新事業領域の拡大であります。新事業企画推進室を中心に、開発、製造、販売部

門が一体となり新市場、新商品創出への取り組みを強化・充実させて、事業領域の拡大を図

ってまいります。  
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２．経  営  成  績   

 

① 当中間連結会計期間の概況  

 当社グループを取り巻く環境は、予想を上回る原材料価格の高騰や主力の都市ガスメータ

ーの需要減少等、極めて厳しい状況が続きました。  

 このような環境の中で、当社グループは、既存市場、周辺市場での競争力強化に向けた諸

施策を強力に推進し、コスト、品質で競争優位を発揮・確立することにより、シェア･アップ

を図る一方、新しい商品、新しい市場創出に向けて、当社独自の電磁技術をはじめとしたコ

ア技術の育成と高度化を核とした諸施策も引続き積極的に推し進め、成長路線への転換を図

ってまいりました。また、予想外の環境変化に対して、所期の業績目標確保に向けた対応策

も機敏に展開し、受注の増大、原価の低減、生産性の向上等を一層強力に推進してまいりま

した。  

 しかしながら、当中間連結会計期間におきましては、これらの施策による成果も厳しい経

営環境下での業績低下要因を吸収するまでには至らず、売上高は前年同期比 3.6％減の 156

億 4 千 2 百万円となりました。利益面につきましても、営業利益は前年同期比 96.2％減の 2

千 5 百万円、経常利益も前年同期比 60.4％減の 2 億 9 千 1 百万円となりました。また、中間

純利益は前年同期比５億５千５百万円増の 1 億 5 千万円となりました。  

 

 事業部門別の状況は次のとおりであります。  

 

（計測器関連事業）  

  売上高は、前年同期比 3.6％減の 155 億 3 千 1 百万円となりました。各分野別の状況は    

次のとおりであります。  

 

ガス関連機器  

  プロパンガスメーターは引続き増加しましたが、都市ガスメーターの需要減の影響が大

きく、売上高は前年同期比 4.7％減の 63 億 5 千 3 百万円となりました。  

 

水道関連機器  

  原材料価格高騰のため慎重な受注対応を余儀なくされ、前年同期並みの売上高にとどま

りました。  

 

民需センサー･システム  

  ガス事業者向けのメーター周辺機器は都市ガスメーター同様、需要が減少しました。ま

た、システム機器についても、前年同期のような特需効果は少なく減収となりました。  

 この結果、売上高は前年同期比 3.2％減の 26 億 5 千 6 百万円となりました。  

 

計 装  

  公共事業の抑制のため厳しい環境が続く中、前期から新区分の市場領域に特化する体制

で臨んでおり、受注ベースでは前年同期を上回る水準で推移いたしました。しかしながら、

受注工事の完了時期が例年以上に下半期に偏っていることにより、売上高は前年同期比

18.1％減の 7 億 9 千 9 百万円となりました。  

kanri21
下線
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（特機関連事業）  

特 機  

  売上高は前年同期比 4.0％減の 1 億 1 千万円となりました。  

 

② 通 期 の 見 通 し  

 今後の経済見通しにつきましては、景気は引続き緩やかな回復基調をたどるものと見られ

ておりますが、原油・原材料価格の動向や米国経済の減速など不安材料もあり、先行き不透

明な状況で推移するものと思われます。 

 当社グループといたしましては、引き続き厳しい市場環境が予想される中で、業績確保に

向けた施策を一層強力に推進し、その成果を着実に実現してまいります。また、中期的な経

営戦略を踏まえ、コア技術の育成と高度化、モノづくり力の見直し、市場要求を具現化する

力を 3 つの柱とし、そのレベルアップにより新商品の開発や新市場の創出を進めてまいりま

す。  

 通期の業績につきましては、売上高は 350 億 5 千万円（前期比 5.0％増）、経常利益は 16

億 2 千万円（前期比 0.3％減）、当期純利益は 9 億 8 千万円を見込んでおります。  

 また、当社の配当金につきましては、１株当たり通期７円（中間配当金 3 円 50 銭）を予定

しております。  

 

 

３．財  政  状  態   

 

キャッシュ・フローの状況   

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少による資金

増加要因がありましたが、仕入債務の減少や法人税等の支払い等の資金減少要因により、4

億 9 千 7 百万円の支出となり前年同期と比べ 15 億 6 千 9 百万円の支出超過となりました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得や定期預金の増加などにより

5 億 9 千 8 百万円の支出となりました。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払いにより 6 億 5 千

7 百万円の支出となりました。  

 以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間期末比 20 億 5 千 1 百万円減少

の 30 億 6 千 8 百万円となりました。  
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１．中間連結貸借対照表

期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 流   動   資   産 19,189 54.0   19,788 56.2   21,382 56.0   

現 金 及 び 預 金 3,358 5,249 4,944

受取手形及び売掛金 9,248 8,536 10,101

有 価 証 券 34 30 42

た な 卸 資 産 5,922 5,410 5,705

繰 延 税 金 資 産 448 420 457

そ の 他 220 178 174

貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 36 △ 43

 固   定   資   産 16,369 46.0   15,391 43.8   16,775 44.0   

有 形 固 定 資 産 5,794 16.3   5,906 16.8   5,805 15.2   

建 物 及 び 構 築 物 1,674 1,785 1,719

機械装置及び運搬具 1,741 1,465 1,774

土 地 1,731 1,729 1,731

建 設 仮 勘 定 274 578 159

そ の 他 371 347 420

無 形 固 定 資 産 16 0.0     16 0.1 16 0.1    

10,559 29.7   9,468 26.9   10,953 28.7   

投 資 有 価 証 券 9,255 8,494 10,166

前 払 年 金 費 用 928 215 526

繰 延 税 金 資 産 140 502 16

そ の 他 283 292 287

貸 倒 引 当 金 △ 47 △ 37 △ 42

35,559 100.0 35,179 100.0 38,157 100.0 資 産 合 計

前 連 結 会 計 年 度

（平成18年3月31日現在）

金 額

前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日現在）

金 額

当中間連結会計期間末

投 資 そ の 他 の 資 産

 (３) 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

（平成18年9月30日現在）

金 額

（ 資　産　の　部 ）
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期　　　　別　

　科　　　　目 金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
 流   動   負   債 11,607 32.6  11,256 32.0  13,138 34.4  

支払手形及び買掛金 6,096 6,264 6,946
短 期 借 入 金 3,453 2,818 3,500
未 払 費 用 1,419 1,549 1,545
未 払 法 人 税 等 56 222 483
役 員 賞 与 引 当 金 11 -        -        
そ の 他 570 400 664

 固   定   負   債 7,468 21.0  8,108 23.0  7,945 20.8  

長 期 借 入 金 2,793 3,743 3,253
繰 延 税 金 負 債 -        -        156
退 職 給 付 引 当 金 4,208 3,881 4,062
役員退職慰労引当金 323 296 317
連 結 調 整 勘 定 -        64 53
負 の の れ ん 41 -        -        
そ の 他 101 122 101

  負    債    合    計 19,076 53.6  19,365 55.0  21,084 55.2  

　少　数　株　主　持　分 -        -     173     0.5    166 0.5    

 資      本      金 -        -     2,340  6.7    2,340 6.1    

 資  本  剰  余  金 -        -     87       0.2    87 0.2    
 利  益  剰  余  金 -        -     9,895  28.1  10,171 26.7  

 その他有価証券評価差額金 -        -     3,365  9.6    4,357 11.4  

 自   己   株   式 -        -     △ 48       △ 0.1 △ 50 0.1 △  

  資    本    合    計 -        -     15,640 44.5  16,906 44.3  

-        -     35,179 100.0 38,157 100.0 

12,528 35.2  -        -     -        -     
 資      本      金 2,340 -        -        
 資  本  剰  余  金 92 -        -        
 利  益  剰  余  金 10,136 -        -        

自   己   株   式 △ 39 -        -        

 評価・換算差額等 3,795 10.7  -        -     -        -     
 その他有価証券評価差額金 3,795 -        -        

 少 数 株 主 持 分 159 0.5    -        -     -        -     
16,482 46.4  -        -     -        -     

負 債 純 資 産 合 計 35,559 100.0 -        -     -        -     

（ 純 資 産 の 部 ）
 株　 主　 資　 本

  純　資　産　合　計

（ 負　債　の　部 ）

（ 少数株主持分 ）

（ 資　本　の　部 ）

負債、少数株主持分及び資本合計

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度

- 6 -
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２．中間連結損益計算書

期　　　　別　

　科　　　　目 百分比 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 15,642 100.0 16,228 100.0 33,395 100.0

売 上 原 価 12,780 81.7 12,710 78.3 26,277 78.7

売 上 総 利 益 2,861 18.3 3,518 21.7 7,118 21.3

販売費及び一般管理費 2,836 18.1 2,848 17.6 5,628 16.8

営 業 利 益 25 0.2 670 4.1 1,489 4.5

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 327 ) 2.1)(     ( 201 ) 1.2)(     ( 368 ) 1.1)(     

受取利息及び配当金 84 66 97

連結調整勘定償却額 -       11 22

負 の の れ ん 償 却 額 11 -       -       

そ の 他 232 123 248

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 61 ) 0.4)(     ( 136 ) 0.8)(     ( 233 ) 0.7)(     

支 払 利 息 40 41 81

そ の 他 21 95 152

経 常 利 益 291 1.9 735 4.5 1,624 4.9

 ( 特  別  利  益 ） ( -       ) ( - ) ( 13     ) ( 0.1) ( 13 ) 0.0)(     

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -       2       2

厚生年金基金代行部分返上益 -       11     11

 ( 特  別  損  失 ） ( 5 ) 0.0)(     ( 825 ) 5.1)(     ( 913 ) 2.7)(     

減 損 損 失 -       21 21

投資有価証券評価損 5 1 1

ゴルフ会員権評価損 -       -       2

不正取引に係る損失 -       15 100

過 年 度 損 益 修 正 損 -       787 787

税金等調整前中間(当期)純
利益(△は税金等調整前中
間純損失)

1.9 △  0.5 2.2

法人税、住民税及び事業税 30 0.2 199 1.2 637 1.9

法 人 税 等 調 整 額 0.7      0.8      0.2      

少 数 株 主 損 失 6 0.0 0 0.0 7 0.0

中間（当期）純利益
(△は中間純損失）

150 1.0 △ 405 △  2.5 0.1

△ 77

129

前中間連結会計期間

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

金 額

111

金 額

当中間連結会計期間

自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日

285

33

60

前 連 結 会 計 年 度

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

金 額

725
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３．中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日） （単位 百万円）

株　主　資　本
評価・換
算差額等

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

2,340 87 10,171 50△      12,549   4,357     166        17,073

剰余金の配当 163△    163△    163△    

役員賞与 23△      23△      23△      

中間純利益 150 150 150

自己株式の取得 0△        0△        0△        

自己株式の処分 4 11 15 15

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額(純額)

561△    7△        569△    

4 35△      10         20△      561△    7△        590△    

2,340 92 10,136 39 △     12,528   3,795     159        16,482

中間連結会計期間中の
変動額合計

平成18年9月30日残高

純資産合計
少数株主
持分

平成18年3月31日残高

中間連結会計期間中の
変動額

４．中間連結剰余金計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円

87 87

0 0

自 己 株 式 処 分 差 益 0 0

87 87

10,488 10,488

△ 405 33

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △ 405 33

187 350

配 当 金 163 326

役 員 賞 与 24 24

9,895 10,171

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末(期末)残高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 増 加 高

前連結会計年度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

金　　　　　額

前中間連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

金　　　　　額

- 8 -
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別

　科　　　　目
百万円 百万円 百万円

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税金等調整前中間（当期）純利益
　　（△は税金等調整前四半期純損失）

285    △ 77     725    

　　減価償却費 390  367  788    
　　減損損失 -     21   21     
　　連結調整勘定償却額 -     △ 11   △ 22     
　　負ののれん償却額 △ 11   -     -       
　　投資有価証券評価損 5     1     1       
　　ゴルフ会員権評価損 -     -     2       
    過年度損益修正損 -     787  787    

　　厚生年金基金代行部分返上益 -     △ 11   △ 11     
　　前払年金費用の増加額 △ 401  △ 215  △ 526    
　　役員賞与引当金の増加額 11   -     -       
　　退職給付引当金の増加額 145  61   243    
　　役員退職慰労引当金の増加額 6     0     21     
　　貸倒引当金の増減額 5     △ 110  △ 97     
　　受取利息及び受取配当金 △ 84   △ 66   △ 97     
　　支払利息 40   41   81     
　　為替差益 △ 0     △ 0     △ 0       
　　有形固定資産除売却損 6     9     30     
　　役員賞与の支払額 △ 23   △ 24   △ 24     
　　売上債権の増減額 853  1,747 182    

　　たな卸資産の増加額 △ 217  △ 359  △ 655    

　　仕入債務の増減額 △ 849  △ 158  523    

　　未払消費税等の増減額 26   △ 122  △ 146    
　　その他 △ 298  △ 236  △ 17     

　　　　小     計 △ 107  1,643 1,806 

　　利息及び配当金の受取額 84   66   97     
　　利息の支払額 △ 39   △ 41   △ 81     
　　法人税等の支払額 △ 434  △ 596  △ 795    
　　 営業活動によるキャッシュ・フロー △ 497  1,072 1,027 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　定期預金の純増加額 △ 177  △ 13   △ 6       
　　有価証券の取得による支出 △ 4     △ 4     △ 4       
　　有価証券の売却による収入 22   4     4       
　　有形固定資産の取得による支出 △ 410  △ 620  △ 899    
　　有形固定資産の売却による収入 2     7     8       
　　投資有価証券の取得による支出 △ 39   △ 27   △ 44     
　　その他 9     13   22     
　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 598  △ 640  △ 920    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　短期借入金の純増加額 30   25   837    
　　長期借入による収入 -     100  100    
　　長期借入金の返済による支出 △ 537  △ 490  △ 1,110 
　　自己株式の純増減額 14   0     △ 1
　　配当金の支払額 △ 163  △ 163  △ 326    
　　少数株主への配当金の支払額 △ 1     △ 2     △ 2       
　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 657  △ 531  △ 504    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0     0     0       
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 1,752 △ 98   △ 397    
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,821 5,218 5,218 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 3,068 5,119 4,821 

前連結会計年度
自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日
金　　　　　額

当中間連結会計期間
自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日
金 　　　　額

前中間連結会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日
金 　　　　額
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【訂正後】

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数　３社
　連結子会社名　㈱アイセイテック、大兼組作業梱包㈱、大兼組運送㈱

(２)非連結子会社の数　１社
　非連結子会社名　㈱伊藤電機工業所
（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社３社の中間決算日は、親会社と同一の９月30日であります。

４.会計処理基準に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券（時価のあるもの）中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

その他有価証券（時価のないもの）移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

移動平均法による原価法を採用しております。
(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産
定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　３年から50年
　機械装置　　２年から12年

(３)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　役員賞与引当金

③　退職給付引当金

④　役員退職慰労引当金

(４)重要なリース取引の処理方法

(５)重要なヘッジ会計の方法

(６)消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当中間連結会計期間負担額
を計上しております。

会計基準変更時差異については、７年による按分額を費用処理しており、当中間連結会計
期間においては、同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。

金利スワップについて特例処理を行っております。

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間連結純損益及び利益剰余金（持分に見
合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社３社については、それぞれ中間連結純
損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、持分法の対象から除いております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採
用しております。

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなって

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上してお

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）によ
る定額法により処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（14年
から18年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
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【訂正後】
（会計方針の変更）

(1)貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

従来の資本の部の合計に相当する金額は、16,323百万円であります。
(2)役員賞与に関する会計基準

注　記　事　項
（中間連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
19,786 百万円 19,512 百万円 19,550 百万円

２．受取手形割引高 199 百万円 499 百万円 199 百万円

　受取手形 298 百万円
３．担保資産及び担保付債務

①担保資産
建　　　　物 198 百万円 424 百万円 408 百万円
土　　　　地 116 116 118
投資有価証券 5,945 5,627 6,522
　　 計 6,259 6,168 7,049

②担保付債務
長期借入金 2,560 百万円 2,605 百万円 2,570 百万円
短期借入金 245 249 318
　　計 2,805 2,854 2,888

（中間連結損益計算書関係）

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
従業員給料手当 1,193 百万円 1,181 百万円 2,324 百万円
荷造梱包費及び輸送費 332 百万円 338 百万円 649 百万円

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
（千株）

自己株式
（千株）

株式の種類 普通株式 普通株式
前連結会計年度末株式数 46,800     181   
増加株式数 -           1     
減少株式数 -           41    
当中間連結会計期間末株式 46,800     141   
注１ 自己株式の増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。

2

２．当中間連結会計期間中に行った剰余金の配当に関する事項

株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり配

当額(円)
基準日 効力発生日

普通株式 163 3.5 平成18年3月31日 平成18年6月30日

３．当中間連結会計期間の期末後に行う剰余金の配当に関する事項

株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

普通株式 163 利益剰余金 3.5 平成18年9月30日 平成18年12月8日

平成17年9月期 平成18年3月期

決　　議

平成18年6月29日
定時株主総会

平成18年9月期

決　　議

平成18年11月10日
取締役会

 自己株式の減少は単元未満株式の買増しによる減少が１千株、連結子会社による親会社
株式の売却40千株であります。

当中間連結会計期間から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。

当中間連結会計期間から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年
11月29日）を適用しております。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純
利益は、それぞれ11百万円減少しております。

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理ついては、手形交換日をもって決済処理して
なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間
末日満期手形が中間連結会計期間末残高に含まれております。

平成18年3月期平成17年9月期平成18年9月期
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【訂正後】
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び預金勘定 3,358 百万円 5,249 百万円 4,944 百万円
有価証券勘定 34 30 42

　計 3,393 5,279 4,986
預入れ期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 307 △ 136 △ 130
償還期間が3ヶ月を超える債券等 △ 16 △ 22 △ 34
現金及び現金同等物 3,068 5,119 4,821

① セ グ メ ン ト 情 報
１．事業の種類別セグメントの情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

② リ ー ス 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③ 有 価 証 券
１．時価のある有価証券 (単位：百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額
中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差 額
連結貸借
対照表
計上額

時価 差 額

(1)満期保有目的の債券
①国債・地方債 83       82       0 △    58       57       0 △    73       71       1 △    

83       82       0 △    58       57       0 △    73       71       1 △    

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
連結貸借
対照表
計上額

差 額

(2)その他有価証券
①株式 2,708   8,528   5,819 2,705   7,802   5,096 2,707   9,470   6,763 
②債券 -         -         -       -         -         -       -         -         -       
③その他 3         2         0 △    3         2         0 △    3         2         0 △    

2,711   8,531   5,819 2,708   7,805   5,096 2,710   9,473   6,763
２．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券
利付金融債 117      117      117      

(2)その他有価証券
459      455      455      

(注)

④ デ リ バ テ ィ ブ 取 引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

種　　類
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「計測器関連事業」の割合がいずれも 90％
を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ
ん。

なお、時価のない銘柄については、取得原価に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損
処理しております。

区分

区分

計

計

非上場株式
当中間連結会計期間において、その他有価証券の時価評価されていない株式5百万円について減
損処理を行っております。
減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄は全て
減損処理を行い、30～50％程度下落した銘柄は、回復可能性が認められないと判断される銘柄
について減損処理を行っております。

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記さ
れている科目の金額との関係

平成18年9月期 平成17年9月期 平成18年3月期
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【訂正後】

（単位：百万円）

金　　額
構成比
(%)

前年同期比
(%)

金　　額
構成比
(%)

前年同期比
(%)

金　　額
構成率
(%)

前年同期比
(%)

金　　額
構成率
(%)

前年同期比
(%)

ガス関連機器 6,669       41.1     1.7          6,394       37.3     6.7 △      6,353       40.6     4.7 △      7,180       37.1     12.3        

水道関連機器 5,723       35.3     4.4 △      4,640       27.0     3.5 △      5,722       36.6     0.0 △      4,510       23.2     2.8 △      

計測器関連事業
民需センサー・

システム
2,745       16.9     8.7          3,051       17.8     7.5 △      2,656       17.0     3.2 △      3,500       18.0     14.7        

計　　　　装 975         6.0      35.5 △    2,953       17.2     9.9 △      799         5.1      18.1 △    4,112       21.2     39.2        

計 16,113     99.3     2.8 △      17,039     99.3     6.6 △      15,531     99.3     3.6 △      19,302     99.5     13.3        

特　機関連事業 特　　　　機 115         0.7      5.2          127         0.7      7.1 △      110         0.7      4.0 △      106         0.5      16.6 △    

16,228     100.0   2.8 △      17,166     100.0   6.6 △      15,642     100.0   3.6 △      19,408     100.0   13.1        

(  244) (  266) (  228) (  276)

（４） 事 業 部 門 別 売 上 高 比 較 表 

（ 輸 出 ）

合　　　　　　計

上　半　期

自 平成18年 4月 1日
至 平成18年 9月30日

下半期（予想）

事　　業　　部　　門
自 平成18年10月 1日
至 平成19年 3月31日

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日

自 平成17年10月 1日
至 平成18年 3月31日

下　半　期上　半　期
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